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就学援助制度は、子どもが減っている中で年々利用世帯が増

えており、札幌でも昨年度で対象児童年齢の18％になっていま

す。しかし、政府の地方分権政策などで交付金がカットされて

いるため、自治体によっては助成を半額にしたり、1割負担を設

ける所も出ています。

3/17新婦人道本部と道生連は、それぞれ恒例の就学援助相談

と集団申請を行いました。市教育委員会学事課の担当者も来て

申請を受け付けました。

【新婦人】

南区の小学校1日体験の日に配られた相談会のビラを見て、

30代のお母さんが申請に来ました。申請後は新婦人にも入会さ

れました。この日は5件の申請がありました。

【道生連】

申請に来られた40代のお母さんは、夫と2人で美装業をして

います。高校生になる子と中学2年生の子がいます。「就学援助

をずっと利用して、とても助かっています」と話します。ご自

身もがんを患って治療を続けていることもあり、医療費が大変

とのこと。「子どもの医療費も、就学援助でもう少し対象を広

げてほしい」と言っていました。この日は12件の申請をしまし

た。
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西区社保協は3/17、宮の沢のスーパー前で吹雪の

中でしたが、東日本大震災の支援募金活動を10人で

行い、7797円が寄せられました。

また、西区役所へも①一刻も早い救援活動、②泊原

発の安全対策、③市の防災体制強化・区民への周知、

を緊急に申し入れました。札幌市も物資を現地へ送っ

た、市住を250戸用意し受け入れ用意をしている、

西区ガイド・地震防災マップを用意している、と区側

から回答がありました。

3.13重税反対統一行動が、3/11札幌市内では民商

と道生連を中心に各区で開催されました。

西・手稲集会は、ちえりあで各団体から約100人が

参加して開かれました。集会では各団体の決意表明が

あり、中田西民商事務局長からは、消費税増税、所得

税法の改悪、国税通則法の改悪に反対する取り組みが

強調されました。



東日本大震災に関わる、住宅・医療・

貸付金 等の特別対策が実施されま

す。相談の時に活用しましょう。
北海道生活と健康を守る会連合会の資料から作成

［１］居住の確保

○道営住宅

・家賃敷金免除、保証人不要、原則１年以内

・問い合わせ (石狩)道管理公社 ０１１－２０５－５２５５

○札幌市営 ２５０戸を確保

厚別９９戸、手稲４０戸、東区３８戸、北区２１戸、豊平１４戸、清田１２戸、西１０戸、

白石８戸、南６戸、中央２戸。

・家賃免除、原則１年間、手続きは市役所本庁舎７階住宅課（土日も可）

・問い合わせ（０１１－２１１－２８０６）１８時まで。

○各市町村営住宅 自治体に問い合わせて下さい。

［２］医療の確保 《３．１５厚労省保険局医療課事務連絡》

１）医療機関に対する、診療・調剤・訪問看護分の一部負担金は、支払いを猶予する。

（５月末まで）

２）市町村は、保険医療機関が猶予した、一部負担金を減免・猶予する。

３）公費医療助成は、関係書類がなくても受診できる。《３．１１厚労省健康局事務連絡》

被保護世帯は、「保護を受けていること」を申し出れば受診できる。

［３］生活保護の取り扱い 《３．１７厚労省社会・援護局保護課長通知》

１）実施責任は、避難先の実施機関が負い、現在地保護を行う。

２）申請意志を確認したら申請権の侵害のないように留意し、迅速に対応すること。

３）被災地に資産があっても、特別な事情に配慮し「処分することが出来ないか、又は著し

く困難なもの」（次官通知第３の３）として扱うこと。

後日資力が判明したときは、法６３条を文書で明らかにし保護を開始すること。

４）住宅扶助費（家賃）は、避難前の家賃が必要やむを得ない場合は支給してかまわない。

なお、家主に連絡可能なときは、契約解除を指導すること。

５）保護継続の場合、被災地の実施機関と避難先の実施機関とで二重支給があり得る。

法６３条の返還義務を明らかにして開始すること。

［４］福祉資金「緊急小口資金」の特例 《３．１１厚労省社会・援護局保護局長通知》

《３．１８厚労省社会・援護局地域福祉課長通知》

１）被災世帯で当座の生活費を必要とする世帯とし、低所得者とは限らない。

２）原則１０万円だが、特に必要と認められる場合は２０万円以内とする。

・世帯員に死亡者・要介護者がいる世帯。

・４人世帯以上

・重傷者・妊産婦・学齢児童がおり社協会長が認めるとき。

３）貸付後１年据え置き、その後２年以内の償還。

４）民生委員は関わらない

５）捺印は押印か拇印で可。印鑑証明は後日で可

６）本人確認は、柔軟にする。被災者名簿の活用や親族の立ち会い・照会の確認も可。


